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設備形成に係る情勢変化を踏まえた
計画策定プロセスの一部見直しについて

2021年11月12日
広域系統整備委員会事務局

第56回 広域系統整備委員会
資料１
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◼ ア~オの検討開始要件を業務規程及び送配電等業務指針から削除し、マスタープランから整備
計画を具体化する要件として見直すことを提案した。

（振り返り）広域機関の発議による検討開始要件の見直し

2021年9月6日 第55回 広域系統整備委員会 資料１
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◼ 「広域的取引の環境整備に関する提起」、「電源設置に関する提起」を業務規程及び送配電
等業務指針から削除することを提案した。

（振り返り）電気供給事業者の提起による検討開始要件の見直し

2021年9月6日 第55回 広域系統整備委員会 資料１
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◼ 前回の委員会で多くのご意見を頂戴した「電気供給事業者の増強ニーズ」について、把握する
仕組みを再整理したことから、ご議論いただきたい。

１．本日の論点

＜前回論点①のご意見＞

➢混雑を原因とする広域機関からの発議をしないという考え方だが、当初はこれでいいが、実際にノンファームを運
用してみて、あまりにも混雑が酷いというような状況が連続したり、あまりにも系統を使う時間が少ないといった不
公平感が出てくる。 あまりにも混雑するところについては、定期的に時期をみて見直すことも必要ではないか。

＜前回論点②のご意見＞

➢電気供給事業者からの発議がなくなる形の整理になっているが、マスタープランに基づいてプッシュ型で系統整備
を進めることに伴って検討開始要件を見直すことには賛成であるが、ネットワークの整備に関する制度として考え
た時に、先々の公平性や健全性の観点からすると、何かしら電気供給事業者側から発議できる仕組みが残っ
ていてもいいのではないかと感じた。

➢非常に混雑が酷くなった場合というのは、言い換えると、マスタープランの導入ポテンシャル等の想定が拙かったか
らで、きちんと想定が合っていれば混雑が酷くならないように、系統増強が行われるはずだと思う。そういった意味
で、マスタープランの元々の想定そのものに問題があった場合、どう対応するのか。

➢電源開発する発電事業者から何らかの意思表明や系統増強ニーズを掬い取るプロセスは、ここではないかもし
れないが、どこかに必要なのではないかと思った。発電事業者としての事業性という観点から何らか必要ではない
かと感じた。

➢大きく変わったのは、もちろんノンファーム等の話もあるが、基本的に系統増強が一般負担になるということだと思
う。発電事業者は、系統増強費用を直接的に負担しなくなる方向性だと思う。そういう立場の発電事業者が
計画策定プロセス自体を回せるのは確かに強過ぎる権利かもしれない。

➢提起されれば自動的に作るということだとすると非常に深刻な問題が起こるわけだが、当然B/Cを考えて合理的
なものしか作らないことは大前提になっているはず。それを前提として、問題提起ができない事態はまずいというこ
とで、その要望はもっとも。乱用は、運用をしっかりすれば、かなりの程度回避できると思う。
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◼ 長期的な観点から増強が望ましい系統（長期展望）を把握したうえで、足元で開発予定の電
源ポテンシャルを考慮して『整備計画の具体化』を進めることで、電気供給事業者のニーズも包
含した「プッシュ型」の系統形成を実現する。

マスタープラン
（長期展望）

電源ポテンシャルの把握
(電源等開発動向調査等)

整備計画の策定
開始判断

計画策定プロセス

増強工事

整備計画の具体化
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整備計画策定

マスタープラン（長期展望）は、全国大の電源立地地点～大消費地
を見据えた、広域的な潮流の基調をもとにしたグランドデザイン。
再エネ導入拡大等のエネルギー政策目標を達成するために必要となる
複数の増強方策をパッケージ化して明示。

供給計画における発電所の新増設の計画（10年間）、再エネ海域
利用法に基づき国が把握する区域での洋上風力の開発動向を基礎
に置きつつ、それら以外の電源に対しても開発の動向を調査（電源等
開発動向調査）することで、将来の電源ポテンシャルを把握。

マスタープランで示した各増強方策について、評価時点で見込まれる電
源ポテンシャルを基に将来の系統混雑を想定、費用便益評価を行い、
広域系統整備計画としてどの増強方策（個別計画）から計画策定
プロセスを開始すべきかを判断。

整備計画の具体化により、計画策定プロセスを開始すると判断された
増強方策について、増強の必要性・規模・運開時期などの詳細検討
を実施。

計画策定プロセス開始
（広域機関発議）

２．マスタープランを踏まえた広域系統整備の進め方



6（参考）電源ポテンシャルの把握

2021年7月16日 第11回広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの 在り方等に関する検討委員会
「資料1 広域系統整備の具体化への対応について」



7（参考）電源等開発動向調査

2021年7月16日 第11回広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの 在り方等に関する検討委員会
「資料1 広域系統整備の具体化への対応について」
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◼ 電気供給事業者は、系統混雑により相当程度の発電抑制を受けている事実を確認した場合、
系統増強の要望を申し出ることができることとしてはどうか。

◼ 広域機関は、その申し出を受け系統混雑状況等を確認し、検討の必要性が認められる場合に
は計画策定プロセスを開始（広域発議）することとしてはどうか。

➢ 広域連系系統の増強は、マスタープラン（長期展望）で示した増強方策を具体化することで実施して
いくことになるが、想定と実態が異なる可能性もあり、連系済みの電気供給事業者の実情を把握して増
強要否の確認・検討を行う必要もあると考えらえる。

➢ 一方、広域連系系統の増強要否は費用便益評価により判断すること、増強費用が一般負担であるこ
とを踏まえると、「電気供給事業者の提起」ではなく、電気供給事業者の情報をもとに「広域機関の発
議」にて計画策定プロセスの開始判断をする方法が妥当と考えられる。
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３．系統混雑に伴う電気供給事業者増強ニーズの把握
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※直接的には連系線の運用容量の算定又は連系線
の運用に影響を与えない流通設備

計画策定プロセス

◼ 安定供給に関する検討開始要件(都度)

◼ 広域的取引の環境整備に関する検討開始要件

ア 連系線実績(1回/四半期)

イ 市場取引状況(1回/四半期)

ウ 地内基幹送電線の制約による出力制限の実績(1回/年)

エ 電気供給事業者のニーズ(1回/四半期)

オ 連系線に直接影響を与える系統アクセス(都度)

・マスタープランから整備計画を具体化する仕組みの概要

・電気供給事業者からの申出

・その他広域系統整備を検討すべき合理性が認められる場合

不開始

一送への状況の確認
(検討開始判断)

国の要請

工事実施

広域機関の発議

【一般送配電事業者】

◼ 安定供給に関する提起

◼ 広域的取引の環境整備に関する提起(要件あり)

(既設電源を用いた広域的な電力取引を希望)

◼ 電源設置に関する提起(要件あり)

(設置しようとする電源による広域的な電力取引)

連系線を含む

一般送配電事業者の提起

地内基幹送
電線のみ

一送による流通設備
計画によって目的又
は提起の内容が実

現できるか
実現できる

実現できない
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マスタープラン

開始要件の確認

●安定供給に関する提起は、広域の発議と同じ安定供給の観点か
●広域的取引の環境整備及び電源設置に関する提起は以下の３つを満たすこと

・電力取引の量が既設設備の容量を１万キロワット以上超過
・費用負担の意思有、財務的能力有
・整備の対象が、広域連系系統に該当

地内基幹送電線
のみか※

整備計画の具体化

開始

マスタープランにおける
長期展望は、全国大
の電源立地地点～大
消費地を見据えた、広
域的な潮流の基調を
もとにしたグランドデザイ
ンであり、将来目標と
する再エネ導入量を考
慮したシナリオに必要と
なる複数の増強方策
をパッケージ化して示し
たもの

マスタープランの全体の増強方策のうち、広域系統整備計
画としてどの増強方策（個別計画）から計画策定プロセ
スを開始すべきかの判断をする（計画策定に向けた検討
着手のタイミングを見極める）位置づけ

（参考）見直し後の計画策定プロセスの流れ
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◼ 広域機関では、再エネの主力電源化及び電力レジリエンス強化に資する次世代型ネットワーク
への転換、2050年カーボンニュートラルの実現に向け、系統設備形成、系統利用のあり方の検
討を進めている。

◼ 「プッシュ型」の系統形成や混雑を許容した系統利用へ移行することを踏まえると、計画策定プロ
セスの検討開始要件等は、一部見直しが必要となる。

➢ 電気供給事業者は、系統混雑により相当程度の発電抑制を受けている事実を確認した
場合、系統増強の要望を申し出ることができることとする

➢ 広域機関の発議における「広域的取引の環境整備に関する検討開始要件」を、マスター
プランから整備計画を具体化する要件として見直すとともに、電気供給事業者の申し出を
確認する要件を追加

➢ 電気供給事業者の提起における「広域的取引の環境整備に関する提起」及び「電源設
置に関する提起」を規程類から削除

➢ 計画策定プロセスにおける「電気供給事業者の募集手続き」の廃止

◼ なお、上記の見直し等による業務規程及び送配電等業務指針の変更は、準備が整い次第、
速やかに手続きを進めることとしたい。

４．まとめ



11（参考）指針 第33条 広域機関の発議による計画策定プロセスの検討開始要件

(本機関の発議による計画策定プロセスの検討開始要件)

第３３条 業務規程第５１条第１号に規定する計画策定プロセスの検討開始要件は次の各号に掲げるとおりとする。ただし、業務規程第５２
条第２項に掲げる場合には、計画策定プロセスの検討を開始しない。

一 安定供給に関する検討開始要件

(略)

二 広域的取引の環境整備に関する検討開始要件

ア 連系線の利用実績 連系線の利用実績において、過去１年間に運用容量に対する空容量が５％以下となった時間数が、過去１年間の
総時間数の２０％以上となった場合。ただし、連系線の空容量の算定に当たっては、他の連系線への迂回が可能である潮流については、他
の連系線に迂回したものとして取り扱う(以下、エにおいて同じ。)。

イ 市場取引状況 卸電力取引所が運営する翌日取引において、過去１年間に市場分断処理(約定処理の結果、地域間の売買約定量の
積算量が連系線 の空容量を超過し、当該空容量を制約条件として再度約定処理を行うことをいう。)を行った商品の数が、過去１年間の
総商品数の２０％以上となった場合

ウ 地内基幹送電線の制約による出力制限の実績 一般送配電事業者の供給区域ごとの年間最大需要発生時又は年間最小需要発生
時の地内基幹送電線の空容量の実績が運用容量の５％以下となった場合又は本機関の情報提供の求めに対して電気供給事業者から発
電設備等の出力に制限が生じている旨の申出があった場合において、地内基幹送電線の制約が原因で電気供給事業者の発電に恒常的な
制限(託送供給契約にしたがった発電の制限その他系統連系の前提となっている制限を除く。)が発生している事実が確認されたとき

エ 電気供給事業者の増強ニーズ 複数の電力の広域的取引を行おうとする電気供給事業者(ただし、電源を設置しようとする者又は既設の
電源の最大受電電力を増加させようとする者である場合は、接続検討の回答を得ている者に限る。)から過去３年以内に受領した増強ニー
ズの総量が過去の計画策定プロセス(ただし、広域連系系統の増強に至らなかったものに限る。)において定めた基本要件の増強容量を超過
した場合

オ 連系線に直接影響を与える系統アクセス 本機関が第９１条第１項の報告を受けた場合で、契約申込み又は電源接続案件一括検討
プロセスの増強対象である広域連系系統が地域間連系線の運用容量の算定や運用に直接影響を与える流通設備であると認めたとき。ただ
し、系統連系希望者が、 広域系統整備計画又は電源接続案件一括検討プロセスの結果に基づき、契約申込みを行った場合を除く。

カ その他広域的取引の環境整備を行う必要性が認められる蓋然性が高く、本機関が広域系統整備を検討すべき合理性が認められる場合

(略)

３ 本機関は、次の各号に掲げる要件については、第１項の規定により計画策定プロセスを開始したか否かにかかわらず、次の各号に掲げる頻度で
要件適否の状況を取りまとめ、設備形成に係る委員会に報告するとともに公表する。

一 第１項第２号ア、イ及びエの要件 四半期に１回

二 第１項第２号ウの要件 年１回



12（参考）指針 第34条 広域系統整備に関する提起を行うことができる電気供給事業者
第36条 電気供給事業者の提起による計画策定プロセスの開始手続

(広域系統整備に関する提起を行うことができる電気供給事業者)

第３４条 電気供給事業者は、次の各号に掲げる要件を満たす場合に、広域系統整備に関する提起を行うことができる。

一 安定供給に関する提起 一般送配電事業者であること。

二 広域的取引の環境整備に関する提起 次のアからウまでを満たしていること。

ア 既設の電源(ただし、最大受電電力を増加させる場合を除く。)を用いた広域的な電力取引を希望していること。

イ 拡大を希望する広域的な電力取引の量の合計が１万キロワット以上であること。

ウ 広域系統整備に要すると見込まれる費用負担割合による費用負担の意思及び財務的能力を有していること。

三 電源設置に関する提起 次のアからエまでを満たしていること。

ア 設置しようとする電源(既設の電源の最大受電電力を増加させる場合を含む。以下、この条において同じ。)により、広域的な電力取引を行お
うとしていること。

イ 設置しようとする電源に関し、接続検討の回答を得ていること(連系ができない旨の回答である場合を含む。)。

ウ 設置しようとする電源の出力の合計(ただし、既設の電源の最大受電電力を増加させる場合は、拡大を希望する広域的な電力取引の量の
合計とする。)が１万キロワット以上であること。

エ 広域系統整備に要すると見込まれる費用負担割合による費用負担の意思及び財務的能力を有していること。

２ 複数の電気供給事業者は、共同で本機関に対し広域系統整備に関する提起を行うことができる。この場合、当該複数の電気供給事業者の
希望する広域的な電力取引の量又は設置しようとする電源の出力の合計値に基づき、前項第２号イ及び第３号ウの要件の充足性を判断する。

(電気供給事業者の提起による計画策定プロセスの開始手続)

第３６条 業務規程第５１条第２号の規定による計画策定プロセスの検討開始要件は次の各号に掲げるとおりとする。ただし、業務規程第５２
条第２項に掲げる場合には、計画策定プロセスの検討を開始しない。

一 安定供給に関する提起 広域系統整備に関する提起の内容を確認し、第３３条第１項第１号に掲げる安定供給の観点から検討する必要
性があると認められること。

二 広域的取引の環境整備及び電源設置に関する提起 次のアからウまでを満たすこと。

ア 検討提起者が希望する電力取引の量が広域連系系統の既設設備において送電できる電力の容量を１万キロワット以上超過すること。

イ 検討提起者が、本機関が業務規程第５９条の規定により決定する費用負担割合による費用負担の意思を有しており、それを裏付ける財務
的能力を有していること。

ウ 整備の検討の対象となる流通設備が、広域連系系統に該当すること。
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(電気供給事業者の募集及び応募等の手続)

第４０条 本機関は、広域系統整備の基本要件及び受益者の範囲の検討に際し、増強ニーズの探索、増強容量の検討その他の目的から必要
であると認める場合は、業務規程第５７条の規定により、広域的な電力取引により、当該計画策定プロセスの検討の対象となる流通設備の利
用を拡大しようとする電気供給事業者を募集する。

２ 電気供給事業者は、広域系統整備に要すると見込まれる費用負担割合による費用負担の意思及び財務的能力を有している場合に限り、前
項の募集に対して、応募することができる。

３ 電気供給事業者は、本機関が計画策定プロセスごとに定め公表する募集要綱に基づいて、次の各号に掲げる事項を明らかにした上で、第１
項の募集に対する応募を行わなければならない。

一 費用負担の意思及び財務的能力

二 拡大を希望する広域的な電力取引量

三 広域的な電力取引の拡大を希望する時期

四 供給先として希望する一般送配電事業者の供給区域

五 その他本機関が必要と認める事項

４ 募集に応じた電気供給事業者(以下「応募事業者」という。)のうち電源を設置しようとする者又は既設の電源の最大受電電力を増加させよう
とする者であって、接続検討の申込みを行っていない者については、本機関への応募後、速やかに、接続検討の申込みを行わなければならない。
当該電気供給事業者が応募後１か月以内に接続検討の申込みを行わない場合には、当該応募はなかったものとして取り扱う。

５ 応募事業者は、本機関が業務規程第５９条の規定により受益者及び費用負担割合を決定するまでの間は、合理的な理由が認められる場
合に限り、次の各号に掲げる行為を行うことができる。

一 広域系統整備に関する応募の取下げ

二 応募者の地位の承継(ただし、新たに応募者となる者が費用負担の意思を有することを明らかにするとともに、財務的能力の評価に必要
な資料を本機関に提出し、本機関が財務的能力を有すると判断した場合に限る。)

三 拡大を希望する広域的な電力取引の量の減少

四 電力取引の拡大を希望する時期の繰り延べ

五 その他本機関が計画策定プロセスに影響を与えないと判断した軽微な事項の変更

（参考）指針 第40条 電気供給事業者の募集及び応募等の手続


